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平成２４年度 第１７回市民活動推進審議会 

 

日 時：平成２４年１０月０９日（火） 

    午後３時００分～午後５時００分 

場 所：大阪市役所 Ｐ１共通会議室 

 

開会 午後３時００分 

○大場市民活動担当課長代理  よろしいでしょうか。それでは時間になりましたの

で大阪市市民活動推進審議会を開催させていただきます。 

 本日は委員改選後、第１回目の会合でございますので、後ほど会長を決めさせてい

ただくまでの間、進行役を務めさせていただきます私、市民活動担当課長代理の大場

でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

 本日は、委員の皆様方には大変お忙しいところ御出席を賜りましてありがとうござ

います。また、委員就任の際につきましても快くお引き受けいただきましたこと、改

めてお礼を申し上げます。 

 まず、開会に先立ちまして当委員会のメンバー１２名の定数のうち、本日９名、後

ほど１名、お越しいただく予定になっております。今現在８名ですが９名の委員に御

出席を賜ることとなっておりますので、まず本会が有効に成立していますことを御報

告申し上げます。 

 それでは、はじめに御出席いただいております委員の方々を事務局より御紹介させ

ていただきます。お手元のほうの資料に名簿を御用意させていただいております。そ

のお名前の５０音順に御紹介させていただきますので、よろしくお願いいたします。 

 まず、公募委員の池田委員でございます。 

○池田委員  池田です。よろしくお願いいたします。 

○大場市民活動担当課長代理  公募委員の木下委員でございます。 
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○木下委員  木下です。よろしくお願いします。 

○大場市民活動担当課長代理  シャープ株式会社法務本部副本部長兼ＣＳＲ推進室

室長の渋谷委員でございます。 

○渋谷委員  シャープの渋谷です。どうぞよろしくお願いいたします。 

○大場市民活動担当課長代理  財団法人大阪市コミュニティ協会副理事長の下田委

員でございます。 

○下田委員  下田でございます。よろしくお願いします。 

○大場市民活動担当課長代理  特定非営利活動法人ハートフレンド代表理事の徳谷

委員でございます。 

○徳谷委員  徳谷といいます。よろしくお願いいたします。 

○大場市民活動担当課長代理  同志社大学大学院総合政策科学研究科教授の新川委

員でございます。 

○新川委員  新川です。よろしくお願いします。 

○大場市民活動担当課長代理  社会福祉法人大阪ボランティア協会常務理事の早瀬

委員でございます。 

○早瀬委員  早瀬です。よろしくお願いします。 

○大場市民活動担当課長代理  特定非営利活動法人大阪ＮＰＯセンター理事兼事務

局長の山田委員でございます。 

○山田委員  山田でございます。どうぞよろしくお願いいたします。 

○大場市民活動担当課長代理  日本労働組合総連合会大阪府連合会副事務局長の田

中委員につきましては、遅れるということでの御連絡をいただいています。後ほど、

お見えになると思います。 

 続きまして、本日所用により御欠席と承っております委員の方々のお名前を御紹介

いたします。 

 大阪教育大学教育学部准教授の新崎委員でございます。 
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 大阪人間科学大学人間科学部社会福祉学科准教授の石川委員でございます。 

 弁護士の室谷委員でございます。 

 この３名の方につきまして御欠席ということで聞いております。 

 それでは、続きまして行政側の出席者を御紹介させていただきます。 

 村上市民局長でございます。 

○村上市民局長  村上でございます。よろしくお願いいたします。 

○大場市民活動担当課長代理  安田安全・市民活動担当部長でございます。 

○安田安全・市民活動担当部長  安田でございます。どうぞよろしくお願いいたし

ます。 

○大場市民活動担当課長代理  世古市民活動担当課長でございます。 

○世古市民活動担当課長  世古でございます。どうぞよろしくお願いします。 

○大場市民活動担当課長代理  野嵜地域振興担当課長代理でございます。 

○野嵜地域振興担当課長代理  野嵜と申します。よろしくお願いします。 

○大場市民活動担当課長代理  薮田地域活動課担当係長でございます。 

○薮田地域活動課担当係長  薮田でございます。よろしくお願いいたします。 

○大場市民活動担当課長代理  同じく、岩永担当係長でございます。 

○岩永地域活動課担当係長  岩永と申します。どうぞよろしくお願いいたします。 

 最後に、市民活動担当課長代理の大場でございます。よろしくお願いいたします。 

 それではここで開会に当たりまして村上市民局長より御挨拶申し上げます。 

○村上市民局長  大阪市市民活動推進審議会の開催に当たりまして御挨拶を申し上

げさせていただきます。 

 本審議会の委員の皆様方には平素から大阪市政、あるいは区政の方に渡りまして格

別の御理解、御協力を賜っておりますこと、この場をお借りいたしまして、厚く御礼

を申し上げます。 

 また、この度は大変お忙しい中、本審議会の委員をお引き受けいただいたことにつ
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きましても、心から感謝申し上げる次第でございます。 

 皆様方には、この審議会委員へご就任をいただいてからすぐに市長の交代というこ

ともございまして、この間、大阪市で新たな市政運営の方針が策定されるまでの間、

当審議会の開催をしばらくの間、見合わせるといったようなこともございまして、こ

の間開催までに時間を要しましたこと、おわびを申し上げますとともに状況につきま

して御理解をいただきたいと存じる次第でございます。 

 この間、本市におきましては市会での議論を経まして、本年８月に新しい大阪市の

市政運営の方針といたしまして、市政改革プランを策定し公表してまいったところで

ございます。 

 この市政改革プランの中ではニア・イズ・ベター、すなわち補完性、近接性の原理

を徹底するということを基本原則といたしまして、区長に権限、財源を大幅に移譲す

るといったようなことで、区長が施策、事業を決定する、住民の身近なところで地域

社会づくりを支えていく区政運営を行うとともに、これまでの多様な協働の取り組み

を継承発展させるといったことを掲げているところでございます。 

 そして、地域社会の将来像といたしまして豊かなコミュニティ、あるいは対等な協

働の必要性、重要性を示しまして、また、コミュニティビジネス、あるいはソーシャ

ルビジネスの導入を促進いたしまして地域資源を循環させると、そういうことで活力

ある地域社会をめざしていくということが謳われておるわけでございます。 

 大阪市ではこれまでも、市民活動推進基金の運営をはじめといたしまして、各種の

市民活動推進のための施策を展開してまいりました。市民活動への支援や、市民活動

団体との協働といったことに取り組んでまいったところでございます。しかしながら、

プランに掲げております活力ある地域社会づくりを進めるためには、これまで以上に

市民活動団体への支援、あるいは市民活動団体との協働の取り組みといったことをこ

のまま進めていくということが非常に大切である、また、必要であると考えておりま

す。 
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 本日お集まりの皆様方におかれましては、大阪の市民活動を支援いただきまして、

また実践してこられた方々と認識をいたしております。これまでに活動してこられま

した実績、あるいは専門的な知識、豊富な経験をこの審議会での議論にいかしていた

だきまして市民活動の発展、大阪市のめざしております活力ある地域社会を実現する

ための貴重な御意見を賜りますようお願い申し上げまして、冒頭の私の御挨拶とさせ

ていただきます。どうぞよろしくお願いを申し上げます。 

○大場市民活動担当課長代理  それでは審議を進めてまいります。 

 まず、最初に市民活動推進審議会の会長の選任をお願いしてまいりたいと存じます。 

 会長の選任につきましては、お手元の資料１にあります、大阪市市民活動推進審議

会規則の第２条第１項の規定によりまして、委員の皆様方の互選によりということに

なっております。御推挙いただきたいと存じますが、いかがでしょうか。 

（異議なしの声あり） 

 それでは、事務局より腹案がございますので御提案させていただいてよろしいでし

ょうか。 

 事務局といたしましては、ＮＰＯ政策など幅広い公共政策に精通されており、また

地方自治や市民活動にも造詣が深い新川委員に会長をお願いすることを御提案させて

いただきたいと思います。よろしいでしょうか。 

（異議なしの声あり） 

 ありがとうございました。それでは新川委員、何とぞよろしくお願いいたします。 

 それでは、新川会長には会長席へお移り願いたいと存じます。 

 新川会長から、一言御挨拶を頂戴いたしまして、その後に議事を進めていただきた

いと存じます。よろしくお願いいたします。 

○新川会長  ただいま会長に互選をいただきました新川でございます。 

 これから、来年の１１月くらいまで短い期間かもしれませんが、皆様方と御一緒に

しっかりとよい議論ができるように努めてまいりたいと思っております。 
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 こういう会長職というのは恐らくここの場での御議論を活発にさせようという、そ

ういう使命だと考えております。もちろん、市民活動そのものがこれからの大阪で、

さらに発展をするようにという願いで共通のそれぞれの関心で御議論をいただけると

思っておりますので、それほど困ったなというような事態はないだろうとは思ってお

りますが、もう一方ではやはりどういうところに、これから大阪として問題を発見し、

そして重点を置いて今後の市民活動推進をしていけばいいのか、今後御議論をいただ

くことになりましょうけれども、そうしたところでぜひ皆様方と熱い議論ができると

思っております。よろしくお願いをいたします。 

 それでは、まず会長としての最初の仕事をさせていただきたいと思います。 

 お手元の当審議会規則にございますように、第２条のところでございますが、「会

長に事故があるときは、あらかじめ会長の指名する委員がその職を代理する」という

ことで会長代理を指名するとなってございます。早速御指名をさせていただきたいと

思います。本来であれば、こういう場の取りまとめ役として最もふさわしいお一人か

と思いますが、大阪ボランティア協会常務理事の早瀬さんにぜひ会長代理をお願いし

たいと思いますが皆様いかがでございましょうか。 

（異議なしの声あり） 

○新川会長  ありがとうございます。 

 それでは、会長代理席というのがあるので、こちらにお願いをしたいと思います。 

 会長代理に一言御挨拶をお願いします。 

○早瀬会長代理  今、御指名いただきました早瀬でございます。 

 大阪市の市民活動推進の施策として、今日の案の中に入っておりますけども「楽市

楽座構想」で、こういったことをやったらという提案をしておるんですが、恐らく７

年たって、これからさらに市民活動を進めていくための、これからのことを考える場

なのではないかと思います。しっかりとそういった議論を進めていければと思います

ので皆様よろしくお願いいたします。 
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○新川会長  よろしくお願いいたします。 

 ありがとうございました。 

 それでは、もう一つ事務的な手続がございます。 

 大阪市の審議会につきましては、原則公開ということで、これまで審議会の公開を

してこられました。傍聴人の皆様に当然お入りいただいて御議論をさせていただくと

いうことになります。このことに関しまして事務局から御説明をいただければと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

○世古市民活動担当課長  お手元の資料の３－１と書いてある審議会等の設置及び

運営に関する指針としております資料をご覧ください。 

 第１からはじまっておりますけど、一枚めくっていただきまして二枚目の一番下の

第６をご覧ください。審議会等への市民の意見・要望の反映につきまして最終的な意

思決定の前に、市民に対して案を公表しそれに対する意見を考慮して審議を行うなど

ということになっております。 

 本審議会におきましても会議録、あるいは答申をいただきます際には、パブリック

コメントなどを実施し、市民の皆様の意見を広くいただきたいと考えておりますので

よろしくお願いいたします。 

 また、２名の市民公募の委員の方にもご参加いただいておりますけれども、こうい

った趣旨のもとにご参加いただいておりますので、よろしくお願いいたします。 

 続きまして、次ページの第７、会議の公開のところにありますとおり、本審議会に

つきましては原則公開とさせていただいております。２の公開の方法にありますとお

り、本日委員の皆様にもお渡ししております資料は傍聴の皆様のお手元にもお配りし

ております。傍聴にかかる遵守事項を定めて会場の秩序維持にも努めることとしてお

ります。 

 また、報道機関の取材に対しましても、配慮することとなっておりますので、取材

につきまして御理解と御協力をお願いします。 
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 本審議会については、発言内容の要旨、発言者氏名まで記録された会議録及び答申

を記載した書面を発言者の氏名を含めまして公表されるという旨を御理解いただきた

いと思います。 

 なお、資料３－２に移りますけれども、傍聴席にお配りしているかと思います審議

会の傍聴要領ですが、最高１０名まで傍聴できることとなっております。審議会の会

議の中では禁煙となっておりますのでよろしくお願いします。 

 携帯電話につきましては、電源をお切りいただくかマナーモードにしていただきま

すようお願い申し上げます。 

 傍聴の皆様には審議会の会議につきまして会長、または事務局に従っていただくこ

とになっておりますので御協力をお願いいたします。 

 以上簡単ではございますが、よろしくお願いします。 

○新川会長  ありがとうございました。 

 委員の皆様方におかれましても、また傍聴の方々にもただいま御案内がございまし

た。本会議、本審議会の公開、要領、それから傍聴要領につきまして御理解をいただ

き御協力をお願いできればと思っております。 

 会議の公開、これも今当然の流れでございますので公開ということが大原則という

ことで進めさせていただきたいと思っております。もちろん、例外的な事項がござい

ますがそれはまた改めて、出てくればということで協議をさせていただければと思っ

ておりますが、基本、そういう例外はまずないだろうと本会議については考えてござ

います。 

 それでは、今のような公開方針、それから傍聴の方針ということでよろしくお願い

いたします。 

 それでは、本日のこれからの市民活動の検討をさせていただく上で、大阪市のこれ

までのこうした議論、これまでの市政の改革プランであるとか、取り組み状況とか

等々につきまして、これまでどのように進めてこられているのかということについて、
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その主要なものについて尐し御説明をいただいて、そういう現状を委員の皆様方で情

報の共有をさせていただいた上で、次の今後の取り組みの議論に進めさせていただけ

ればと思っております。 

 それでは、恐縮ですがまず、事務局のほうから大阪市で公開をされました市政改革

プランの概要、それからこれまでの取り組み状況の主要なものについて御説明をいた

だければと思います。よろしくお願いいたします。 

○世古市民活動担当課長  レジュメの４、審議の（３）市政改革プランについてと

いうことで、御説明します。 

 資料のほう、資料４、Ａ３の二枚ホッチキス止めしておりまして、これは市政改革

プランの概要版ということになっております。 

 内容につきましては、先ほど局長のほうから触れられている部分もありますけれど

も、改めて整理するとこういう概要になっております。 

 基本的な考え方が最初に述べられておりまして一番左の１、市政改革の位置づけで

すけれども、（３）のところに基礎自治行政についての改革、大阪にふさわしい大都

市制度の実現を見据えて基礎自治行政について、現在の大阪市の下で、ニア・イズ・

ベター（補完性、近接性の原理）を徹底して追求した新しい住民自治の実現をめざし

ていくという位置づけにおります。 

 横の２の市政改革の基本原則のところで（１）ニア・イズ・ベターの徹底の２つ目

ですね、区長が施策・事業を決定する、住民に身近なところで地域社会づくりを支え

る区政運営を図っていくこと、こうしたことが原則として謳われております。 

 全体の大阪市を取り巻く状況としまして、第２章でまとめて認識を示しております

けれども、２の区ごとに多様化する地域課題が生じているということや、３の地域コ

ミュニティの機能低下と「公共」分野の拡大ということで、そういったことも認識し

ております。あるいは、４の公益活動主体の多様化と地域団体の課題というようなこ

とで地域の団体におかれましても、担い手の不足でありましたり、役員の高齢化であ
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りましたりと、いろいろ課題を抱えるような状況がある中で、新たに企業の社会貢献

活動でありましたりＮＰＯの活動などが地域の中でも行われるようになっているとい

うことの認識を示しております。 

 ３章のその下の基本方針では、地域社会の将来像ということで豊かなコミュニティ、

幅広い住民参加と自らの地域のことは自らの地域が決めるという豊かな地域コミュニ

ティの像でありましたり、多様な協働、「マルチパートナーシップ」と呼んでおりま

すけれども、多様な協働による活力ある地域社会づくりをめざしていくというような

ことや、市民による自律的な地域運営を行える仕組みづくりとしまして、校区等地域

を単位とした、多様な主体による自律的な地域運営をめざしておりましたり、先ほど

ありましたとおり、４の地域資源の循環による活力ある地域社会、コミュニティビジ

ネス、ソーシャルビジネスの展開などをめざしておるところでございます。 

 大きな柱としまして、今申しましたような大きな公共を担う活力ある地域社会づく

りや、２つ目の柱としまして自律した自治体型の区政運営、あるいは３つ目の柱とし

ましては、ムダを徹底的に排除し成果を意識した行財政運営をめざすと謳っておりま

す。 

 一枚めくっていただきますと、尐し具体的な形での考え方を示したアクションプラ

ンの概要版ということで、本文には各取組ごとに数値目標等が入っております。特に

左のほうの豊かなコミュニティづくりから（５）の仕組みづくりまでを実現してまい

るために、（６）で中間支援組織を活用して参ることをめざしており、今後の各区に

おける地域との関係づくりにおいて、こうした中間支援組織の役割にも期待しておる

ところです。 

 あと、補足でありますけど、右端に行財政スリム化の部分で書いておりますが、

（１）の財政規律の遵守と健全な財政運営では、市民利用施設の使用料の適正化とい

ったような歳入の確保をめざしております。 

 それから（３）では、隠れた支援や見えにくい支援の排除ということで運営補助の
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見直しとか、あるいは税の減免措置の見直しとか競争性のない随意契約の見直しとか、

あるいは（４）では補助金等の運営補助についての見直しでありましたり、公共事業

の見直しとか、市民利用施設のあり方の検討でありましたり、さまざまな観点から審

議、議論を行っていく方向を示していているところでございます。 

 また、本文につきましては、ホームページ等にも掲載しております。お手元、お持

ち帰りいただくピンクのファイルのほうにいろいろ資料を入れておりますのでお時間

があるときにご覧いただければと思います。 

 以上、雑ぱくですけども審議の（３）の市政改革プランについて一旦説明を終わら

せていただき、引き続きましてこれまでの主な取り組み状況につきまして、レジュメ

の４の①、市民活動推進拠点についてご説明させていただきます。 

 資料につきましては、参考資料７の冊子をご覧ください。市民活動推進拠点のあり

方の基本的な考え方を示したものであります。 

 経過としましては、この市民活動推進審議会におきまして、大阪府の大阪ＮＰＯプ

ラザや本市のｐｉａＮＰＯなどの市民活動、ＮＰＯ活動の推進のための施設の廃止の

方針を背景に、今後の市民活動推進機能のあり方の検討というものが提起されました。 

 諮問項目にかかわりまして、こうした支援のあり方の検討ワーキングを設置しまし

て、７の市民活動推進拠点のあり方の基本的な考え方を二枚めくっていただいたはじ

めにというところに、経過的なことをまとめてありますけれども、ここにありますと

おり、一番下の大阪市におかれては市民活動を育て、市民活動の裾野が広がる市民活

動団体と行政との協働が推進される市民活動推進拠点整備の意義を真摯に受けとめて、

設置に向けた検討に入っていただくよう期待するとの提言をいただいたところです。

これを受けまして、本市の庁内機関であります戦略会議という意思決定機関でありま

したり、資産流動化プロジェクトチームという市民利用施設のあり方の検討を行って

いる各機関で必要面積、審査基準、公募内容や、候補施設の検討などを行ってきたと

ころですが、区政を中心としました新たな市政運営方針の下で、既存施設の再編が進
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められるなどの状況の変化がございまして、大阪市域のレベルを前提とした施設の事

業化は難しい状況となっております。つきましては、この間、審議会で御意見をいた

だいてきたこの提言にありますような内容を踏まえた市民活動推進施設の整備計画と

いうものにつきましては、諸般の状況から凍結していかざるを得ないという状況にな

っておりますので、ご理解賜りたいと存じます。 

 しかしながら、今後は、ニア・イズ・ベターの市政方針の下で区役所を中心としま

した住民自治の再編が進められる中、引き続き市民活動を支援、推進する機能という

のは当然必要なものだと考えております。 

 今後、区長の権限が強化され、現場機能の整合性が図られていく中で、庁舎や市民

利用施設を活用するなど、新たな施設の建設整備を伴わないような形での機能充実に

努めてまいりたいと思っております。 

 審議会におかれましては、大変、多くのご努力をいただいたわけでございますが、

このたびの御尽力にはお礼申し上げますとともに、こういった状況の変化につきまし

ては御理解を賜っていきたいというふうに思っております。 

 続きまして４‐２の協働型事業委託のガイドラインにつきましてご説明させていた

だきます。 

 資料につきましては資料５の一枚ものＡ４横長の資料をご覧ください。 

 このガイドラインは、市民主体の地域社会づくりの実現のため、市民地域団体、Ｎ

ＰＯ、企業などの参加、参画の下で新たな公共を担っていく取り組みを支援する目的

で策定をめざしております。 

 現在、大阪市が地域において実施している、もしくは今後実施することになる事務

事業につきまして協働型という手法で事業委託していく手続についてガイドラインと

してまとめたものであります。 

 今後、公共サービスの委託に当たりまして効果効率的なサービスの提供でありまし

たり、あるいは透明性、公正性を確保したら選定手続をとるというようなことであり
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ましたり、それぞれいろんな形で多様な主体に事業運営にかかわっていただくための

留意点というのを職員間で共有化した上にこういった留意点を整理して適正な事務処

理の下に行うというようなことをめざすガイドラインということであります。 

 ５月にパブリックコメントを行い、尐し時間がかかっておりますけど、いろいろな

意見を受けて修正作業中であります。 

 この資料６にありますとおり、右の上のほうですか。協働型事業委託の流れという

ことで、公募型協働事業という型と、提案型協働事業という型と大きな２つの流れが

あると考えておりまして、左側の公募型協働事業につきましては、これまで行政が実

施してきた、あるいは今後実施しようとする事務事業につきまして、協働により効果

が得られる事業計画を公募し、選定、委託するものと考えております。 

 もう一つの型が、市民活動団体、企業側から自由な発想で協働事業の御提案を行政

側に受けまして、採択された団体などと市が実施するような事業と認識しております。

これを、ガイドラインの中では提案型協働事業とよんでおります。 

 これらは、協働型事業委託を進めるに当たりまして、協働による効果を高めるため

にまた、協働事業の実行において疑義が生じた場合に助言を行う機関としまして、有

識者によります第三者機関を設置するということを予定しております。今後こうした

役割を担う助言機関としましての活動に当審議会のほうからも委員の中から御参画い

ただきたいというふうに考えておりますので、その際にはまた御提案、ご依頼させて

いただきますので、御協力をよろしくお願いしたいと思っております。 

 ガイドラインにつきましては以上です。 

 主要な取り組みの最後になりますけども、資料の６をご覧ください。 

 ＮＰＯ法の一部を改正する法律案のポイントというところでＡ４の横の資料に簡単

にまとめてあります。 

 御承知のことかと存じますけど、特定非営利活動促進法というのがありまして、こ

れは特定非営利活動を行う団体に法人格を付与することなどによってボランティア活
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動をはじめとする市民の自由な社会貢献活動としての特定非営利活動の健全な発展を

促進することを目的として、平成１０年１２月に施行された法律で、法律に基づく制

度ということになっております。こうした法人格を持つことによりまして法人の名の

下に取引を行うことができるようになりまして、団体に対する信頼性が高まったりと

いうようなメリットが生じていきます。 

 現在は４万法人を超えるということで、法人数も増えており、社会に確実に定着し

ていっていると思っております。 

 平成２３年６月にこうしたＮＰＯ法人の存在感の高まりを背景としながら、法人の

財政基盤強化につながる措置などを中心とした大幅な法改正が行われて、平成２４年

４月１日から施行されております。ますます、ＮＰＯ法人が市民の身近な存在として、

多様化する社会のニーズに答えていくことも目的とした法改正であります。 

 尐し、この法改正の中身について触れますと、平成１０年の施行から随分たちまし

たので、制度の見直しをするということで、活動分野の追加でありましたり、所轄庁

の変更が行われております。 

 身近な行政機関で対応していくという主旨の変更でありますけれども、２つ以上の

都道府県に事務所を設置するＮＰＯ法人の所管は、その主たる事務所が所在する都道

府県が行い、また、その事務所が一つの政令都市区域内にのみ所在するＮＰＯ法人に

ついては、その指定都市が行うということで、大阪市におきましては、平成２２年９

月から法改正に先行して事務を行っておりますけれども、他の政令都市などはこの４

月から事務をはじめたところがございます。 

 そういった所轄庁変更がありますのと、ＮＰＯ法人の事務手続を簡素化、柔軟化す

る改正が行われまして、定款の変更を伴わない、つまり所轄庁の認証を必要としない

事項についての取扱が追加されております。例えば、役員の定数等の変更などがそれ

にあたり、ＮＰＯ法人の負担を軽減するという目的となっております。 

 あと、信頼性の向上ということで、財産の収支計算等の透明化を図るためにＮＰＯ
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法人に、これまで収支計算書と呼ばれていた方式から活動計算書といわれるような、

財産の動きなどをより明らかにしていくような方式を導入する改正が行われています。 

 そして、最大の今回の目玉が、認定制度の見直しということで、先ほどの資料の認

定の利用数は２０８となっておりますけれども、これは国税庁が所管して行っていた

制度でですが、このたび認定の基準の緩和とともに所轄庁を変更しております。 

 認定を受けるための基準の緩和の一つとしましては、仮認定制度の導入ということ

が行われており、設立初期のＮＰＯ団体には財政基盤が弱い法人が多いことから、１

回に限りスタートアップ支援としましてＰＳＴ基準という基準を免除するような形で

仮認定制度というものを導入しています。このように認定を取りやすくし、活動しや

すくなるような工夫もされておるところです。 

 大阪市におきましても、この４月から新しい認定事務を開始しており、８月末時点

で大阪市では３団体に認定が行われております。これまでの国税庁の団体と合わせま

して６団体ということで、新しい仮認定制度も活用されている団体もございますので、

順次、新しい制度に則った団体が増えていくものと期待しております。 

 長くなりましたけども、御説明のほうは以上となります。どうぞよろしくお願いし

ます。 

○新川会長  どうもありがとうございました。 

 ただいま、大阪市のこれまでの市民活動施策取り組み状況についてお話をいただき

ました。 

 何か御質問、御意見などございましたら、よろしくお願いをいたしたいと思います。

はい、どうぞ。 

○池田委員  ちょっと確認させていただきたいんですけど、昨年から今年にかけて

いろんな改革プランとか、指針とかいろいろ出てきて、最終的に８月に市政改革プラ

ンが出てきたわけですけど、それまで出ていた指針とかそういうものの、どれが有効

かどうかわからないというのが正直なところなんで、２点だけ確認させていただきた
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いんですけど。２０１１年なにわルネッサンスというプランが出ておりますけども、

これは現在、有効なのかどうかということが１点ですね。それから、大阪市協働指針

というのが平成２３年の３月につくられて、審議会でいろいろ審議されて出ているわ

けですけども、改革プランが今年出たことで、協働指針については今の改革プランと

の整合性があって、特に変えなくても活用できるものなのかどうなのかですね。２点、

確認させていただきたい。よろしくお願いします。 

○新川会長  お願いします。 

○世古市民活動担当課長  ２０１１のなにわルネッサンスの中でも地域力復興とい

うことで、やはり地域のさまざまな課題に対応していく方向としまして、行政だけで

カバーしきれないところが出てきておりましたので、地域やＮＰＯ、企業のみなさん

とともに協働して行っていくという方向性は継承されております。資料４の基本的な

考え方のところで言えば、第１章の２の市政改革の基本原則（１）ニア・イズ・ベタ

ー、補完性、近接性の原理の徹底ということでなにわルネッサンス２０１１の取り組

みを継承、発展させたような協働による活力ある地域社会づくりをめざしていくと謳

っており、市政改革の方針としては継承、発展させていくべきものと位置づけられて

おります。ついては、なにわルネッサンス２０１１の役割は終わっていると考えてお

ります。 

 一方の協働指針のほうですけども、これも審議会のほうで御議論賜わりまして、大

阪市の職員の中でも協働に関する知識や感覚がさまざまでありまして、この辺を共通

の認識を持たすために、職員研修などの基になるような考え方を整理したようなもの

が頂戴できないかということで諮問させていただいて、頂戴しているものであります。 

 この協働指針の基本編、実践編は、先ほど御紹介させてもらいましたガイドライン

と併せて大阪市政におけます市民協働を進めていく中で非常に有効なものとして位置

付けておりますので、これにつきましては、今後も活用して参りたいと考えておりま

す。 
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 以上です。 

○新川会長  そのほか、いかがでございましょうか。お願いします。 

○早瀬会長代理  大阪市は、ＮＰＯ法人制度が改革されてから、早い時点で大阪市

としての認定はされたんですけども、今３つ新しく認定されたということですが、御

相談を受けておられる団体は結構あるんですかね。どうも西日本のほうが、東日本よ

り進んでいるというか、東日本ではまだ余り、制度が運用されてないみたいですけど、

大阪市とか佐賀県が一番早かったんですけど。そのあたりの進行状況をお願いします。

大体でいいです。 

○新川会長  申請中、御相談中のようなものがあれば。 

○世古市民活動担当課長  データがありますので、それを尐し御紹介させていただ

きますと、認定ＮＰＯ法人の４月から９月３０日までの状況ですが、認定と仮認定も

含めまして、初回の相談は、電話、訪問、来所等ありますが、３４件。そのうち、実

際、申請できる要件を満たしていると思われたものが８件、これとは別に仮認定のほ

うが４件となっています。 

 その結果、先ほど８月末で３件と申しましたが、９月３０日までにまた２件増えて

おりまして、大阪市で認定させてもらったのが合計５件で、国税庁が所管する法人と

合わせて８件となっております。 

○大場市民活動担当課長代理  補足で説明させていただきますと、早瀬会長代理か

らありましたように、大阪市においては、今、認定、仮認定の件数５件なんですが、

全国では１０件ということで今半数を占めている状況になっております。 

○新川会長  ありがとうございました。そのほか、いかがでしょうか。どうぞ。木

下委員。 

○木下委員 認定の要件について、尐し詳しく教えていただきたいのと、認定を受け

られているのは、種類で言ったらどういう分野かを教えていただきたいなと。 

○世古市民活動担当課長  認定の要件につきましては、今回の法改正で、絶対値条
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件といわれている３，０００円以上の寄附を平均１００人から受けているということ

を、名簿はもちろん、納入されている実績などを見させていただいております。認定

を受けられた法人の種類ですが、今、法人の名前しか手元にございませんでして。 

○早瀬会長代理  団体名を言われたほうがいいかもしれませんね。そのほうがわか

りやすいね。どうせ公表されている分ですから。 

○世古市民活動担当課長  団体名は、大阪ＮＰＯセンターさんが古い基準ですけど

も、相対値基準ということでクリアされております。 

 あと、東淀川区にありますゆめ風基金さんがこれは今言われた寄附金の関係で絶対

値条件というのでクリアされています。 

○木下委員  私が聞きたいのはどういう分野か聞きたいんです。福祉関係とかいろ

いろあるじゃないですか。 

○世古市民活動担当課長  大阪ＮＰＯセンターさんは、ご存知のとおり中間支援組

織としてご活躍しておられます。ゆめ風基金さんは、障害者支援を中心とした災害支

援の取組をされています。他には、西日本がん研究機構で、専門的な動きをしておら

れて、研究をされているということです。あと、消費者問題に取り組んでおられる消

費者支援機構関西さんと、ベトナムの越なんですが、日越関西友好協会さん。まだ始

まったばかりですので、傾向というのはまだ出てない感じはします。分野はさまざま

です。 

○新川会長  ありがとうございます。そのほか、いかがでしょうか。よろしいでし

ょうかね。 

 ちなみに、条例指定のほうは今後どんなスケジュールを考えておられるのか一応心

づもりがあればで結構ですが、事務局からいただければと思います。 

 今の寄附の条件とかに代える別の条件をつくれるということにはなっているんです

が。 

○世古市民活動担当課長  もう一つ、法律の中では条例個別指定というのがありま
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す。こちらは各自治体において、地域の実情に応じて当該地域住民の福祉の増進に寄

与する場合に指定するということで、例えば大阪市域なら、大阪市域なりの地域課題

の解決に寄与するものとして有効となるような別の基準を検討することができるとい

う内容が盛り込まれているわけです。 

 今回のＮＰＯ法改正によると法律で定められた基準がある意味緩和されていると受

け止めておりますので、今後、認定ＮＰＯ法人とか、仮認定と言われるような法人の

相当数の認定が見込まれると考えております。８月末時点で３件あるいは９月までに

５件と申し上げましたけども、今後認定のＮＰＯ法人数の推移とか、寄附額の増加の

実態でありましたり、今回の法改正が地域社会へ与える影響などを踏まえることが必

要だと思っています。今、ご質問を受けましたとおり、十分に法改正の趣旨が皆様に

理解されていないという宣伝不足という問題もございますので、今回の法改正の趣旨

の浸透を、まずめざしていかなくてはならないかなというふうに思っております。そ

の辺しっかりやりながら、やっぱり大阪市独自に必要な措置がありましたら、今後の

状況を踏まえて対応をしていきたいと思っておりますので、よろしくお願いいたしま

す。 

○新川会長  ありがとうございました。そのほか、いかがでございましょうか。 

○山田委員  確認事項ですけど。 

 市民活動推進拠点については、全市的な方針のお話がございましたが、これからは

市民活動の重点を、区レベルで決定していくことになると思います。そこで、区域に

おける市民活動拠点のお考えをお聞かせいただければと思います。 

○新川会長  事務局お願いします。 

○世古市民活動担当課長  当然、地域に近いところでの活動ということですので地

域団体はもとより、生活課題に密着するような活動をされている団体なども含めまし

た、活動主体のネットワークやコーディネーションみたいなものの要を、今後区役所

が担っていくと考えております。もちろん区役所だけでは専門性などが尐し足りない
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部分については中間支援組織の皆様方とも協力しながら、活動主体のネットワーク化

していくことをめざしておりますし、その辺は区長さんの御意向に沿った形にはなり

ますが、何かしらのそういった拠点みたいなものがないと、ネットワークは広がらな

い、もしくは形成できないのではないかというようなお考えが出てくると可能性もも

ちろんありますので、そういったものについてはこの審議会でいただいた御提言の内

容がもっと地域に近いところで実現されていくことは充分想定されますし、市民局と

しましてはそういった部分につきましてはバックアップしていきたいと思っておりま

す。 

○山田委員  ということは、あくまでも区主体で区長さんの御意向で活動拠点は区

によって、推進していくというところは推進していくし、しないところはしないでと

いうような意向ということなんでしょうか。 

○村上市民局長  市政改革プランの中身、今の大阪市ということを前提に、全市的

拠点についてはこれは廃止していくという方針がひとつ明らかにされております。今

後は、新たな基礎自治体をめざすということで、複数区の単位としては、人口約３０

万とか５０万とかいろんなことが言われてます。まだそれは正式に決まったことでは

ないですけれども、その単位で展開をしていくということで、まだどういう形になっ

ていくのか不透明ではあるんですけれども、当面大阪市として各区にどんどん予算も

権限もシフトしておりますので、区民の意見を、またいろんな団体の意見をくみ取り

ながら、各区長の判断でその施策がこれから進められていくということが、どんどん

強まっていくと考えております。そういう意味では今までみたいな全市一律ではなく

て、行政区のままなんですけれども、区によって重点化が異なってくるということが

あろうかというふうに思います。 

 ただ、一つ、申し上げることできるのは新たなハード施設を整備しての拠点という

ことは当面これは考えにくいことでして、ただ一方では、今回の市政改革の中で今後

見直しされるであろう施設を全体的にどういうふうに活用していくのかというのは与
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えられた財源の中で各区で判断していくということになりますので、そういうストッ

クの活用の中で、どういうところに重点をおくのか、もちろん今、市政の重点は子育

て層であったり子供であったり、そういうところにも置かれているんですけれども、

区長においては、地域の声を聞きながら、より幅広くより新たな形で公共の一端をＮ

ＰＯであったり地域のいろんな団体に担っていただくというときに、そういう活動の

拠点がどうしてもやっぱり必要になってくる、行政として地域と連携して何らかの形

で実現していく必要があるんだということになってくる可能性は充分にあると思いま

す。そのスピード感は区によって差があると思いますけれども、これはあくまで区の

ほうで実現していく、要するに補完性の原理だったり、ニア・イズ・ベターというこ

とで、全市的に市が方針を決めて区が方針どおりに実施するのではなくて、区がダイ

レクトに地域のニーズとか課題とか、あるいは区民の方の声を聞いてその中で判断し

て取り込んでいくということが方針になってまいりますので、今後新たな２５年度の

予算に向けて各区長からそれぞれの区ごとの市政運営の方針が出てまいりますけれど

も、その中で市民協働といったことで、どういうところにシフトしていくのか、重点

化を図っていくのかという中で各区長の選択によるところが、ますます大きくなって

いくというふうに考えております。 

 以上のところです。スケジュール的に、例えば来年すぐにどこかの区でいきなりそ

ういう話出るのかというのはなかなか難しい状況であろうかというふうに思います。 

○新川会長  よろしいでしょうか。 

○山田委員  なかなかわかりにくい。 

○新川会長  各区にお任せなんですが、ただ、当審議会としてはやはり、そういう

機能が住民に身近なところに必要だというような議論は当然していただければいいと

思いますし、それは当面の特別自治区移行に際しても重要な方針になってくるかもし

れませんので、ここは各委員にしっかり御議論をいただければというふうには思って

ます。ただ、今後のこの審議会での御議論ということになろうかと思います。 
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 そのほか、いかがでしょうか。 

 それでは、これまでの大阪市の取り組み、それから新たな市政改革プランに基づき

まして展開されようとする主要な方針について御理解をいただいたということで、引

き続きまして、本日の議事、こちらがメインでありますけれども、市民活動推進に向

けた取り組みの検討ということに進めさせていただきたいというふうに思います。こ

ちらのほうが当審議会これから、あと一年余りをかけて御議論をいただかなければな

らないポイントということになろうかと思います。 

 それでは、また恐縮でありますが事務局からこの議事につきまして御説明をいただ

ければと思います。よろしくお願いをします。 

○世古市民活動担当課長  よろしくお願いします。 

 資料のほうは７ということで、市民活動推進に向けた取り組みについてと表題にな

っております。あわせて資料の８として、冊子をつけておりますけれどもこれは平成

１７年６月に大阪市市民活動推進懇話会から提言をいただきました「市民活動楽市楽

座をめざして」という冊子でありまして、この中身に沿いまして市民活動推進に向け

た取り組みを本市としては進めてまいりました。 

 しかしながらこの間、東日本大震災でありましたり、ＮＰＯ法の改正、あるいは本

市の新しい市政改革プランの策定など市民活動、ＮＰＯのあり方を考え直す契機とな

るような出来事が起こっている、あるいは取り巻く状況の変化が大きく平成１７年当

初から変わってきているんじゃないかというふうに認識しております。 

 市民活動推進に向けた取り組みにおけます今後に向けまして、できていることはで

きている、できてないことはできてない、また新たな課題を認識する必要もあるとい

うようなことで、この間、「楽市楽座をめざして」の内容に加えて、今日的なことに

ついての課題の整理を行う必要があるんじゃないかなというふうに思っております。 

 そこで、提言に沿って大阪市の取り組みを調査して調査結果を基に、市民活動の推

進がいかに進んだか、進めた中では何があるかという検証を行いまして、課題の整理
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を行ってまいりたいと思っておりますので、その御説明になります。 

 一枚めくって、検証の方法ですけれども、平成２３年度、去年の大阪市におけます

市民活動の推進につながる取り組みの実施状況と協働事業の実施状況について全庁的

に調査をかけさせていただきたいというふうに思っておりまして、一枚めくっていた

だきましたところに調査の内容ということで、記載要領などについての案とさせてい

ただきますけども、こういった形にまとめさせていただきましたので、ご覧いただき

たいと思います。 

 一つ目の市民活動の推進につながる取り組み状況、実施状況についての内容ですけ

ども、提言の楽市楽座で掲げられております構想の実現のための５つの推進施策に基

づいて、分類して整理しております。 

①の市民活動の啓発、②の環境の整備、③の協働の推進、④の支援機能の整備、

⑤の地域との連携というふうなことで５つの柱ということで御提言いただいておりま

すけども、これにつきまして、それぞれに関する取り組みを、それぞれの事業担当で

こういう形でやっているよというようなことの答えをいただく、情報を集めてまいり

たいなというふうに思っております。 

 調査項目については、後にＡ３で様式１、様式２、という横長の表があると思うん

ですけれども、既に書かれてあります取り組み事例などは、私どもの担当で行ってい

ることを中心に例示として書かせていただいておるものです。例えば福祉局さんであ

ればこういう項目にかかわってこんなことをしてるよ。教育委員会であれば学校でこ

んなことやっているよというふうな情報を集めていきたいと考えております。 

 様式２、次のページも環境の整備ということで、これも例示としまして私どもが所

管させていただいている市民活動推進基金事業につきましても例示をさせていただい

ていますけども、こういった市民活動を推進する環境の整備につきましても、事業に

ついて教えていただきたいと思っています。 

 様式１を５つの柱へのツリー構想として位置づけ、その上で様式２でその詳細につ
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いてお答えいただくという関係になっております。 

 調査項目としましては、様式２のとおり、取組名・事業名、概要、目的、平成２３

年度の実績、あるいは、平成２３年度の決算、平成２４年度の予算の状況でありまし

たり、今後の取り組みの方向とその理由ということで調査することを予定しているん

ですけども、当然今後継承、発展させていく事業であるならばこれは有効だというふ

うにお考えの事業であると判断できますので、そういった意味でこれを一つの指標と

して、注目して情報収集にあたっていきたいと思っています。 

 この今後の方向性と理由につきましては、アスタリスクで下の囲みにありますとお

り、例えば廃止とかあるいは、縮小、拡充とかこれから継続とかいうような、それぞ

れの事業に対するそれぞれの所属の思いを拾っていけたらと考えております。 

 ２つ目の調査項目の協働事業の実施状況につきましては、今申し上げたような市民

活動を推進する事業を実施することで、各種の取り組みを行います市民活動が活性し

てきて、その効果の一つとしてよりよい協働事業が生まれるというふうなことを想定

しておりますので、協働事業の実施状況について調査を行いたいと思っております。

調査項目については記載例の様式３、４の各項目についてというところを見ていただ

きたいと思っております。 

 調査項目としましては、事業名と担当、協働相手として相手方の団体、事業の概要、

実績、協働で得た成果、今後の事業の方向性と理由、実施形態、委託とか補助とかそ

ういうことですね、平成２３年度決算、平成２４年度予算を調査させていただきたい

と思っております。また、所属として協働に向けた取り組みを行って成果と感じてい

ること、課題と感じていることをフリーで書いていただく様式を合わせて用意してお

ります。 

 もとのレジュメに戻っていただきまして、スケジュール的なところですけども、審

議会のほうが先ほどございましたとおり、任期のほうが平成２５年１１月３日までと

なっておりますので、本審議会終了後、この調査を実施いたしまして、来年、年明け



－25－ 

て２月ごろにと考えておりますけど、本審議会を開催していただいて、調査結果を報

告し御意見をいただいて参りたいというふうに思っています。その後、３月に調査結

果を平成２３年度の市民活動推進の取り組みとして公表させていただいて、来年度の

６月に再度審議会を開催してこの２月の審議会でいただいた御意見を基に本市の市民

活動推進に向けた方針のリニューアルに向け課題整理を行ってまいりたいと思います。 

 夏ごろ、８月ごろに平成２４年度の市民活動推進の取り組みの調査実施をまた改め

てさせていただいて１０月に審議会を開催して平成２４年度の調査報告を行いまして、

さらに課題の整理を進めていきたいというふうに思います。進度に応じて修正を加え

ながら実施したいと思っておりますので、引き続いて何回か、御意見いただく機会を

設けながら、今、大阪市で実施されている市民活動の取り組みについて今後の方向を

御議論いただきたいなと思っておりますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

○新川会長  どうもありがとうございました。 

 市民活動推進に向けた取り組みについて、今後の検証方法、検証内容、スケジュー

ルも含めてお話をいただきました。特に、２００５年、平成１７年におつくりになら

れました市民活動楽市楽座をめざしての中の主要な柱、市民活動の啓発、市民活動環

境の整備、市民協働の推進、支援機能の整備、地域連携、こういったような柱ごとに

検証をしていこうということで今御説明をいただきました。 

 この、これからの検証方法、あるいは検証内容につきまして御意見を賜れればとい

うふうに思います。よろしくお願いいたします。どうぞ、山田委員。 

○山田委員  御説明によりますと、市で過去にやってきた事業を検証するというこ

とですよね。多分、区でもやっておられる分もあると思いますので、先ほどのお話が

あったように市民活動はこれから地域をめざして、地域密着とかそういう話であれば、

全て出していただくのは難しいかと思いますが、区でやられている協働事業を、ぜひ

調査をしていただきたいと思います。御検討ください。 

○新川会長  そのあたりは、区のほうでの独自事業のようなものについては、どう



－26－ 

いうふうに事務局ではお考えでしょうか。 

○世古市民活動担当課長  局だけではもちろんなく、区役所への調査の必要性は認

識しておりまして、そういった情報をいただけるような市民協働の推進連絡会という

一応の役割もあるので、そこを通じて区役所も含めて照会をかけていきたいと思って

おります。これまでにも、大阪府からの照会などもあったのですが、結局市民局が答

えている程度で全庁的な調査になってないというのが実際のところですので、その反

省も踏まえまして、また、この協働指針もなかったんですね。当時は。現在ではこの

協働指針等、いろいろ材料をいただいていますので、それに基づく調査ということで

区役所にも理解していただきやすくなったと思っております。 

○山田委員  先ほど来御説明がありました、協働指針の実践編を策定する時にも、

区の職員さんに御参加いただいていたと思いますので、積極的にご回答いただける区

もあるかと思います。 

○新川会長  事務局、よろしいですか。 

○世古市民活動担当課長  情報をいただくだけでなしに、こんな先進事例があるよ

ということで、ピンクのファイルにまとめています資料編の参考資料８、協働の事例

集としまして、早瀬委員にもお手伝い、アドバイスをいただきながら、こういうとこ

ろが協働を進めるポイントというような解説書つきで、各区の取り組みなども含めて

情報発信しております。単に数字として計測するのではなく、こういった事例もどん

どん情報発信して支援していきたいなというふうに思っています。 

○新川会長  ありがとうございます。よろしゅうございましょうか。それでは、池

田委員。 

○池田委員  取り組みに向けた検証なんですけど、私は一つ、市民活動推進に向け

た取り組みと協働事業の実施状況ということについては、それぞれ調査の方法とか誰

に調査するか、多分私、調査方法を変えないといけないと思うんですね。 

 例えば、協働事業であれば、協働事業をやっておられる方に聞けばわかると思うん
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ですけども、例えば取り組みなんかについてはやっておられる方もあるし、市民から

やはり市民活動がどのように行われておるか、よく御存知かどうか認識されているか

どうかですね。そういうことも私、調べる必要はあると思いますね。ですから、同じ

ようなもので調査をやるんじゃなくして、市民活動推進に向けた取り組みと協働事業

の実施状況を調査する場合は、それぞれ別の調査方法、あるいは調査の対象を変えて

やる必要があるんじゃないかというふうに思いますけど、いかがでしょうか。 

○新川会長  事務局いかがでしょうか。 

○世古市民活動担当課長  協働はパートナーあってのものでありますので、御指摘

のとおりであると思っています。各事業につきましては、アンケートみたいな形で事

業がうまいこといったかどうか、行政は協力的だったかとか、そういったものを個別

に把握している事業もありますし、あと、市政モニタリング、市のモニターさんのほ

うに市民活動が活発になってるかとか、そういったお声を聞いていくような仕組みも

ありますので、他の調査とも合わせましてこういった市民活動の進行につきましても、

計測していきたいと思います。 

 市政改革プランの中でもたくさん、市民意識の向上を数的目標に立てているような

ものもありますので、そういった材料も活かしたいというふうに思います。 

 以上です。 

○池田委員  それから、私、市民の立場であるんですけども、大阪市がどういう市

民活動推進をやっているかどうか、市民の方一般に多数の方が認識されているのかど

うかということは、正直疑問に思っているんです。ですから、やはり今もちろん市民

活動に参加されている方は、そのまま継続していただくということはもちろんなんで

すけども、やはり活動に参加されてない方を市として支援して、できるだけ参加して

いただくようにするのは今後の一つの大きな方針だと思うんですね。ですから市民の

方がどういうふうに感じておられるかということを、重点的に調査すると、そういう

方法もやっぱりやっていただきたいなというふうに思います。 
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○新川会長  事務局お願いします。 

○世古市民活動担当課長  ニーズにあっているかというようなことと、あわせての

御指摘ではないかというふうに思いますので、検討させていただきたいと思います。 

○池田委員  もう一つ、大阪市自身で自分等がやられたこの取り組みを評価された

ものは出されないんですか。これは誰かに聞くということですよね。今の調査という

のは。大阪市自身が自分等がやられたものについて、こういうふうに評価しています

と、反省というか、そういうものはお出しになる予定はないんでしょうか。 

○世古市民活動担当課長  これは、大阪市の各事業担当に照会する調査です。おっ

しゃっていただいているような一般市民に対する調査というようなところまではご提

案できていないのですが。 

○池田委員  大阪市が計画をつくられたところが、実際やって結果どうであったと

いう自己評価ですね。これがそれなんですか。これは誰かに問い合わせするというこ

とですよね。そうじゃなくて。市役所内にということですか。そしたら、市役所以外

ですけども、実際やっておられる方には聞かないということなんですか。 

○新川会長  この枠の中には今日は入っておりませんでしたが、ただ、御指摘のと

おり事務局からも御説明ありましたが、とりあえずはいろんな意識調査等々も市とし

てやっておられるとの話でございました。 

 ただ、それを越えて協働の相手方の御意見をどう集めるかとか、それから市民活動

推進のその対象になった市民の方々からの御意見をどう集めるか、これは今後の課題

ということで御検討いただくということでお答えをいただいたかと思っております。

それで、よろしゅうございますか。 

○世古市民活動担当課長  結構でございます。よろしくお願いします。 

○早瀬会長代理  今、池田委員がおっしゃられましたように、この分野、実際上今、

大阪市として大阪市の各局、区が全体として市民活動推進ないし、市民活動の協働に

関してどんな事業をしているかの全体像自身を把握されてないですよね。そういうこ
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とですので、こういった調査をなさるということは、よく分かります。おっしゃられ

ましたようにその点で特に質の評価のところに入っているのが様式２の今後の取り組

みの方向性とその理由が、様式３でも同じようにありますが、ここがいかに妥当であ

るかということですよね。それは各局、区の担当者の方の判断だけでいいのか、そこ

に多尐とも、傍証といったものがついてくるとそうなるんだろうなというふうになる

わけで、そのあたりの点はどのくらいまで各局、区に求められるか、求められ得るも

のなのかわかりませんが、できるだけ客観的なそういう判断をする欄の理由が添付さ

れるといいなということをちょっと思いました。まずその点がないと池田委員がおっ

しゃるようなことになると思います。 

 あと、見ていて気がついたんですけども、あわせて、本当に小さなことなんですが、

様式２と様式３のほうに今後の取り組みの方向性についてというところ同じ様式の質

問、評価項目、ＡＢＣＤＥＦというのがあるんですね。様式２のほうの順番がＡ廃止

（単年度事業）、次、縮小、拡充、現状維持、廃止というのは何か、順番がでこぼこ

しているので、何というか、普通、拡充、現状維持、縮小、見直し、廃止という順番

じゃないですか。レベルとしては。ちょっとその順番の並びかえをしたほうがいいん

じゃないかということをちょっと思いました。最初のＡの部分だけこれ、単年度で長

いからややこしいんですけど、なぜなら、要は言いたいのは何というか縮小、見直し

の次は拡充で、その次は現状維持で、最後は廃止とならないと、順番がでこぼこ感が

あると。これちょっと直したほうがいいと思います。 

 それから、例示で多分、単なるミスやと思いますけども様式３の今後の事業方向性

の理由のところが１と４になってるんですけど、多分これＡとＤやと思うんですが、

これは多分表記の直しをしたらいいと思いますが、ちょっと済みません、見ていて、

あれこれどういうことだろうと思ったんで、それくらい簡単な。 

 どう客観的に評価づけるかは非常に難しいと思うんですけども、事務事業評価なん

かでもいろいろ指標をつくらはるんやけども、それがどの程度妥当になるかというの
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がいつも問題なりますけど、ちょっと何らかの、アウトプットとアウトカムやとか、

その指標、レベル化するとかいうことも必要かなとちょっと思いました。 

○新川会長  ありがとうございました。 

 ＡＢＣＤは、また考えといてください。 

○早瀬会長代理  これは、実に事務的なんですが。 

○新川会長  早瀬委員からありました前段の理由づけのところをどうやって客観的

に書いていただくかというような、これちょっと事務局でも尐し工夫をしてそれぞれ

調査をされる際に各局、各御担当が、できるだけ自分たちの御判断もありでしょうけ

れども、外からも見られていますというようなところを書き込めるような形で工夫を

していただければというふうに思います。難しいですけれど、ちょっと工夫をお願い

したいと思います。 

○早瀬会長代理  ですから、どのぐらいにどういう評価をするかはわからないんで

すが、様式３で実績で例えば６５万円の予算に対して５万１，０００部を発行すると

いうのは単価はいいんですかね。何か、こういうことの指標で人数にするのか、何円

にするかによってまた大分評価が変わってくるんですけれども、そのあたりのところ

もみていきたいなと思っています。 

 これは大変やな。回答してくれるかな。 

○新川会長  初めてのことなので。 

○早瀬会長代理  初めてのことですよね。いつも市民局の事業だけ分かっているん

ですよね。 

 追加してなんですけど、そもそも、例えばその予算の支出科目の中に協働事業とか

推進事業なんて科目はないんで、普通の施策が協働とも言える、市民活動推進とも言

えるというようなこともなる可能性があると思うんですね。例えば、福祉局でやって

おられる地域ネットワーク委員というのは、あれは協働と考えるのかどうかというの

は考え方だと思いますのですが、ある意味では、地域の人に参加してもらって地域福
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祉ネットワークを進めているのだから、協働事業なんだというふうにも言えるかもし

れない。そこらについてとりあえず最初だから、一応出してもらうということなのか

もしれませんけども、逆に見てて何でこれ上がってないのというようなことを、市民

局のほうから問いかけてもらうとかいうことが必要になるんじゃないかなと思って、

その逆もあって今は復興予算じゃないですけど、何でこれは復興予算やねんというの

がよくある話があるんですけども、国の予算でも新しい公共ということに絡んだ追加

事業もものすごくあるんですよ。１，２００個くらいあるんですね。本当はね。よく

新しい公共支援事業ばかりが注目されますけども、本当はちょっとくっついていると

いったらもうすごい膨らむんですけども、多い分はまだいいんですけども、抜けてい

る場合に我々が評価できないときもありますから、その辺の働きかけが一番大変だろ

うと思いますけども。努力いただければなと。これも言わずもがなかもしませんけど

も。我々があとで、第１次の結果を見たあとで区役所とか市の状況を知っていたら、

これ何で入ってないんやろなということを次に言うのかもしれませんけど。そんなこ

とを思いました。 

○新川会長  なかなか難しい注文がたくさん出ていますが、できるだけそういうと

ころをするというようなことで、まずは、やってみるというのが大事だと思いますの

で。そのほか、どうぞ、山田委員。 

○山田委員  指針の実践編作成の時のことばかり言って申しわけないのですが、先

ほどの早瀬委員のお話にもありますように、あのときかなり協働事業を出したと思い

ます。まだそれでも足らなかった分もあったと思います。実践編のときはまだ整理さ

れてない状況の中で、今、早瀬委員がおっしゃってたような事業も、かなり出されて

いたと思いますし、さらにそれから新たに出てきているものもあると思いますので、

それだけでも拾っていただければ、出てくると思います。先ほどのネットワーク委員

の話なども前のときにも出ていましたよね。そこも整理していただければお声かけや

すいのではないでしょうか。事務的には大変と思いますが、以前やられたものを踏ま
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えながらプラスされ、抜けてる部分をお声かけいただければいいのではないかと思い

ました。 

○新川会長  ありがとうございました。貴重な御助言をいただきました。 

 協働指針の策定段階で随分と、庁内のデータを集められたようですので、そのあた

りも参考にしていただきながら、今後検討すべき対象、チェックをよろしくお願いを

したいと思います。 

 済みません。御紹介がおくれてしまいました。田中委員が遅れておいでになられま

した。なかなか、ちゃんと御紹介しないと発言もしにくかっただろうなと思って、大

変申しわけございませんでした。事務局済みませんが、御紹介をよろしくお願いしま

す。 

○大場市民活動担当課長代理  御紹介が遅くなりましたが、日本労働組合総連合会

大阪府連合会副事務局長の田中委員でございます。 

○田中委員  済みません。遅れて申し訳ございません。田中です。よろしくお願い

します。 

○新川会長  これで、心置きなく。 

 済みません。中断をさせてしまいました。よろしくお願いいたします。 

 どうぞ、そのほか今後の調査、それから先々の市民活動推進に向けた新たな考え方

をつくっていく上での要点につながるようなところございますので、この調査等につ

いて、また内容について御意見をいただければと思います。どうぞ、池田委員。 

○池田委員  先ほどありましたけども、これから区の行政単位でいろいろ運営して

いかれるということなんですけども、その場合、大阪市として区のほうにどういうス

タンスで対応されるというんですか、例えば大阪市で各区に共通するような基本的な

方針を決めて、あとは自主的に区の運営に任されるのか、もう全然区の方針に任せて

やってしまうのか、その辺の市役所としてのスタンスがどういうようになるのか、ち

ょっとお教えいただきたいなと思うんですけども。 
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○新川会長  それでは、お願いします。 

○世古市民活動担当課長  ちょうど、そういった区長への権限移譲というのですか

ね。予算権とか、決定権という言い方をしているんですけれども、そんな作業を今し

てるところです。実際、市民活動担当の事業がやっているのは、やはり先ほど言って

いたニア・イズ・ベターですので、法律上の何かがない限りどんどん決定権を区長の

ほうに持っていくというのが基本スタンスなんですよ。ただ、区においてはその事業

が局でどんなやり方してたか、ようわからへんので、一旦はどんなやり方でしていた

のか教えてくれって言われてますので、局としては来年こんな形で予算を組んでやっ

ていきたいと思っているが、どうでしょうかって今聞いてるところですわ。そんなん

嫌やって言われたら区に予算を持っていって区で実施するというふうな進め方になり

ますので、基本的にはセーフティネットみたいな基本的なものは局でしながら、区が

独自になされることについては支援していくという立場です。区長が決められたこと

を実現していくために、補助機関という言い方をしているんですけど、僕等は、ライ

ンの部下として協力というんですか、支援していくというふうな立場で今、臨んでお

ります。 

○村上市民局長  尐し補足。先ほど申し上げましたように、御意見でもおっしゃっ

ていただきましたように、これから各区の独自性というのを出して地域の方の声をく

み上げて区長が決定していく。そのための財源も区に渡していくということなんです。 

 一方ではまだ、政令都市の大阪市がございますので、そのことが市民にやっぱり不

公平、納税者に対してサービスが不公平になるとか。例えば、やっぱりこれは大阪市

の施策としてやらないかんことが、ある区だけやらないよということを、やっても構

わないことと、そうでないこととがやっぱりあるわけですよね。それは、やはりまだ

区に分権するといいながら局があるといいますのは、そういう基礎的な部分はやっぱ

りしっかりとしたベースは基本的な施策は局のほうで、もちろん区長の意見はちゃん

と聞きながらですけども、その方針は持ちながら行っていく。その上で、各区ごとに
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積み上げていく部分は、今までは局の指示があって、大阪市全体の予算の中でやって

きたんですが、今後は区の予算の中でその積み上げはやっていってくださいねという

ような、そんなイメージになってくるんですね。 

 ですから、やはり基本理念、基本方針といったところが、その新たな基礎自治体に

移行するまでは、やっぱり大阪市として大阪市長があって、大阪市の議会があるわけ

ですから、そこできちっとマネージメントをしていくということは、これは変わらな

いということなんです。 

 ただ、区のその中での裁量範囲がどんどんこれから拡大していくんだというふうに

御理解をいただきたいというふうに思います。 

 具体的なそのグラデーションといいますか、色がどこかで境目があるんじゃなくて、

じわっと変わっていくような感じになっていまして、今、ちょうどその移行期ですの

でどれだけこれから区に移っていくんだとか、局と区、あるいは政令市である大阪市

と区の関係がどんな関係になっていくのかというのが、まだちょっとさっき課長が申

し上げましたように移行期で、はっきり具体的に御説明するのはなかなか難しいとい

うことなんですけれども、やはり今、大阪市としてのもちろんその市政改革基本方針

も大阪市の方針ですし、やはりその地域活動というのは大阪市域の中で基本的な一つ

のルールの中で地域活動が行われたりもしてるわけですから、その中で各区ばらばら

に、もう知りません、勝手にやってくださいということにはならないと考えています。

どこが基本的なルール、どこが応用編なのかということ、これはまた、我々今までは

局が一方的に決めていたんですけど、各区長さんとコンセンサスを図りながら、議論

しながらここは局でやらせてくださいね、ここから先は区ですよねということで取り

決めをしながらやっていくと、そんなイメージで今進めているというような感じにな

ります。 

○新川会長  よろしいですか。 

○池田委員  よくわかりました。 
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○新川会長  どうぞ、徳谷委員。 

○徳谷委員  この調査からはちょっと外れるかもしれないんですけど、今、局長さ

んのお話で区が重点の施策を決めていくと、そこには東住吉区、私、東住吉区なんで

すけど、地域にべったりなＮＰＯなんですが、東住吉区には１４連合ありまして、そ

れぞれ地域性があって、そこでまたそれぞれ地域で重点を決めてやっぱり住民自治で

やっていくと思うんですけども、今まで区役所が私も１０年目になるんですが、尐し

遠い位置であったのが、これからはもっと近い位置で区役所、区政と何かこうやって

いけるのかなと期待感もあるんですが、逆に地域に根ざすＮＰＯとしては、どこまで

区の施策に入っていけるのかなという地域のそれぞれの１４個やったら１４個にそれ

ぞれ福祉推進の共同体ができると思うんですが、そこにかかわっていけるのかなとい

う心配と。 

 隣のおじちゃんやおばちゃんや若い小学生とか、幼稚園の子供さんもっている大人

の方々が今、池田委員もおっしゃったみたいにどこまで市民協働とか区政、学区が変

わっていく市政改革についての意識を熟成させていくのがものすごい大事かなと。ラ

ウンドテーブルがありまして、市民と地域とＮＰＯと企業と学校も入っていくかと思

うんですが、その中で自分たちでじゃあ課題を見つけて掘り起こしてコミュニティビ

ジネスやソーシャルビジネスに結びつけていこうという気概が湧き上がってくるよう

なものが、その地域にないと、やはり今できても継続は難しい。市民協働もそうやと

思うんですね。やっぱりこれが大事でやっていこうというその熱意みたいなものをそ

こから湧き上げてくる、こう仕掛けみたいなものが、一般市民の方々、私たちも含め

ているのかなと思うんですけど、質問ではないんですが、その辺はこう市民に向けた

啓発みたいなものが何かいい案があるんでしょうか。ちょっと調査から離れてしまい

ました。 

○新川会長  特に今後、区にどんどんと権限移譲が進んでいくそれぞれの区がより

自治的に動いていくという段階で各区で本当に地域の皆さん方といい協働の形ができ



－36－ 

上がっていったり、あるいは市民参加、市民参画がどんどん進んでいったりするよう

な、そういう状況が生まれる、その条件設定とか環境設定みたいなのをどう考えてい

くかということだろうと思いますが、かなりの部分はこの市民活動推進審議会での市

民活動にかかわる枠組みをどういうふうに当面本市で考えていったらいいのか。それ

から、その先は各区で考えていただいたらいいのか、そういう議論を恐らく、我々も

していかないといけないんだろうと思っているのですが、そんな考え方でいいんでし

ょうか。事務局。 

○村上市民局長  まさに、徳谷委員がおっしゃったようなことも、これからこの審

議会の中でも議論を深めていただいて、ぜひ我々に対しても提言といいますか、意見

として取りまとめていただく中にそういったことも、御議論も含めていただいたらと

いうふうに思うんです。 

 大きいその市全体の方針の中で、かなり市長も自己責任といいますか、非常に強く

求めておりまして、ある意味この協働であるということについて市民あるいは団体の

側に責任を求めるといいますか、ちょっと変な言い方ですけど。 

 ただ、市もやっぱりどの部分で責任を果たすのかというその辺をこう明確にして、

そのお願いをしてやっていただくというような関係から、やはりその一緒に議論して

その課題の解決のために何ができるかということで、お互い責任ある当事者としてや

っていきましょうという形に変えていこうとしていると。補助金を、例えば運営補助

から事業補助に変えていっているのも、そういうことのあらわれなんですけれども、

やはりこれをうまいことやっていくためには、おっしゃるようになされていることが

伝わる人には伝わっているんやけども、そこから広がりがなくて全然、情報が実は地

域の方々に伝わってない。響いてないというようなことがある意味問題かと思います。 

 今、各区長も一つは今まで以上に積極的に今までにないようなやり方でいろんな方

の意見をちゃんと区政でくみ取っていくことを市長も強く求められていますし、もう

一つは、情報発信をこれも根本から見直して、区長自身がやっぱり責任として地域に
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対していろんな情報、どんな情報をどう出していくかという、これそのものが今、区

が競って、知恵を絞ってアイデアを出してやっていかないといけない。今までは２４

区横並びみたいな感じで、情報発信のツールが決まっておったんですけども、その辺

も切磋琢磨というようなことで言われていまして、そういう中でどんどんこれから情

報、状況も変わっていくと思います。 

 ただ、そのためには、相互作用といいますか地域の皆さん方、団体の方々から区の

ほうにも、もっとこういう情報を出してほしいとか、こういう情報が必要なんだとか、

こういうことを知ってほしいと、そのようなやっぱり対応の場、それも先ほどおっし

ゃったようなラウンドテーブルみたいな形であったり、いろんなもっと今までにない

ような形でいろんな人と会って、あるいはインターネット上のツールも活用しながら、

いろんな方の意見を聞いて、それをまた発信していくと、そういうことをこれから活

発に各区長が取り組みながら、仕組みを変えていくということになっていくんではな

いかというふうに考えております。 

○新川会長  どうぞ、木下委員。よろしくお願いします。 

○木下委員  今のお話でもあったんで、実は各地域でいろんな団体、役割担ってい

る団体の個人、みんな自分らの力、地域をちょっとでもようしたいとか困ってはる人

にお手伝いしたい、皆思っているわけですよ。ただ、こう新しいこういう形でどんと

来た場合、各役割持ってはる人は何か敵対心みたいな、ＮＰＯとかそういう市役所の

ほうが新しい何とか言われたら、何か今までのことを否定されているみたいな感じを

お持ちになっている可能性は多々あるんです。でもここでお話になっていること実に

前進、一歩前進にも前進ということでやってみることが、なかなか伝わってないとい

うか、もうそんなんやったら補助金要らない、私らでするわって、また乖離を段々し

ていったら、何の意味もあらへんなと思うんです。 

 そやから、そこをどう、これ見ても何かその地域で今までやってはることも大事や

ねんでいうことが一つも見えへんみたいなところがぽんと、地域にいってしもた、や
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っぱりなとなってしまうんと違うかなとすごく思ってします。私なんかが市民、個人

としてここに出させていただいているのは、やっぱりそこらあたりかなと思うので。

何かそういうところが、加味されたり話し合いしてまんねんでとか、決してそうじゃ

ないんですよみたいなこと。おかしい。だって本当にそこが、上手に私、よう言いま

せんけど、そこが一番のポイント違うかなと思っています。済みません。勝手なこと

で。 

○新川会長  ありがとうございました。 

 地域を支えてきた自治会や地縁の団体、その連合会、分厚い歴史が大阪はございま

す。 

 また、あわせてこれも議論があるかもしれませんが、意見もいただいておりますが、

コミュニティの協議会もつくってこられました。こういう活動はたくさんあって、加

えて福祉系のいろんな団体が、地域でまた伝統的に活動しておられます。そこに新し

いボランタリーな組織、あるいはＮＰＯと呼ばれるような組織がいろいろと活躍をし

てこられてと、こういう非常に重層的な地域の活動の実態というのがあります。そこ

に、行政が市民参画とか協働、あるいは区政との協働ということを言い始めたときに、

さてどんな姿になってくんだろうかというのは非常に難しい方程式を解かないといけ

ないとそんなところもちょっと出てはきてるのですが、そのあたりも含めて市民活動

をどう促進していくのかというのが我々の役割というふうに御理解いただければ、こ

こでの議論というのが特定の志を持ったＮＰＯの方々だけではなくて、むしろ地縁の

いろんな活動を地域の中である意味で総合的に活動しておられるような方々も含めて

一緒に活動していかないといけないというところをどう組み立て直すのかということ

にもつながっていくはずだというふうに思っているのですが、下田委員はそのあたり

は何かもし御意見ございましたら。 

○下田委員  私、しゃべりだしたら、いつも止まりませんねん。というのはね、大

阪市の、市長が変わってから、本当に大阪市をわかってないんですよ。それまで市民



－39－ 

が活動していることを。 

 現在、コミュニティ協会が２４区にあって、一生懸命やっている理事長がいます。

区によっては本当に積極的にやっています。 

 コミュニティ協会の中にはいろんな団体が入っていますね。商店街にしてもＮＰＯ

にしてもいろんな団体が入っていますので、どんな行事やっていくのか。それぞれ専

門の団体でございますので、青尐年指導員とか福祉委員とかそういうのはあくまでも

青尐年のであって、やっぱりこれから大阪を引っ張っていくのは子供たちだから、子

供をしっかりと健康で勉強もさせていこうという役割とか、また、体育厚生協会につ

いては、やはりお年寄りに元気で過ごしてもらうためにいろんな行事をやっておりま

す。先日も皆で歌おうという事業を、住之江区民ホールでやったんですけども、そこ

はあんまりチラシを配ってなかったんですけども大体６００人、超満員ですわ。それ

で、皆大きな声で歌ってね。他にも健康づくりでハイキングとかいろんなことをやっ

ております。それぞれの分野で、それぞれの環境の中で頑張ってます。 

 それから、ＮＰＯについてはＮＰＯさんだけでもどうにもならん問題があって、住

之江区の場合は、区内のＮＰＯの関係の人を調べましたら大体８団体ありまして、今

年はじめにその団体に集まっていただき、いろいろ協働で、住之江区のために頑張っ

てほしいという働きかけをやっております。しかしながら、本当に失礼ですが、理事

長の名前だけが欲しい人が多いんですよ。本当。そうならないように一生懸命に私も

やっているんですけれども、やはりそれを支えてもらえるのは、各種団体ですね。だ

から、今年はずっと各社会教育団体のトップとばっかり毎晩会っているんです。それ

であんたとこの区はこういうことにはええけれども、こういうところが悪いと。だか

ら理事長にもっと一生懸命頑張ってやって。いや、うちのとこのあれはあきまへんで、

それではあかんというような調子をやっておりまして、区によってはものすごいすば

らしい区、また、いやもっとこうやりゃええのになという区もありますし、それぞれ

の特色がございますので、一概に言えませんけれど、それぞれの区がやはりもっと発
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表していかないとと思ってます。どんどんうちは発表させているんですよ。そうする

と、そんなええことするんやったら、うちもやろかと。そういうまずは社会教育団体

を増やしていきたいと。昔は大阪でも町会長とか連合町会長とかいうのは、金持ちと

暇な人が多かったんですよ。名誉職ですね。これではだめだということで、例えば青

尐年指導員経験者が町会長になるみたいに、今の大阪市でも町会長に社会教育団体経

験者が多くなってきたんですよ。だから多くなった区については、本当に積極的に区

の中でもっとこういうふうにやろうと工夫して一生懸命やっていただいております。 

 これは私にも大きな責任があるような気がしますのは、昭和２９年に青尐年指導員

制度が中井市長のときにはじまり、その時から私いまだにやっておりまして、皆教え

た子が皆大人になって中には検察庁の検事とか警察官とかいろいろな人がおりますけ

れども、私としてはコミュニティ協会というのは、やはりそういった地域活動の一番

のポイントの位置にあろうとこういうふうに思っておりますので、今までに先生方が

おっしゃっていただいた、それぞれの分野の専門は大事ですけれども、全体的な問題

の調整については、やはりコミュニティとしてやる。また、地域振興会も、私も区の

会長やっていますので感じますけど、そこにはものすごい温度差があるんですね。だ

から、やはり皆と今の会長とも話しながら、これではだめだと、役だけ欲しがるよう

な人がいるとか、うちの区はそんな次にやりたい人おりまへんでとかね、いうような

調子で情報交換して検討して。私はここ２、３年ぐらいしたら十分２４区が足並みを

そろえるんじゃないかなと言っております。皆さん方の御意見を頂戴しながら、今ま

でずっと黙って聞いておりますけれども、私は持ち帰って地域振興会とかコミュニテ

ィ協会に報告して共有していこうと。やっぱりコミュニティ協会というのは一番大事

なところやと思うんです。 

 というのは本当に先ほど申しました社会教育団体、本当に汗を流してくれる人ばっ

かりが集まっていますからね。 

 だから区民まつりでも、商店街なんかでもほとんど半値で売ってくれるんですね。
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もちろん今度は粉浜の商店街、次は加賀屋の商店街、次はあんたのところでしょうと、

毎年同じところでなしに順番にやっていただいてます。また、それぞれの分野で、や

はり例えば住之江は材木の問屋が多いですから、平林の材木問屋に言って、子供に工

作をさせるためにもっと材料を出してやってほしいとかね。やっぱりそういうことが

一番大事だと思っております。今後皆さん方、そうそうたるメンバーばっかりですの

で、よく勉強させていただき、それを持ち帰りまして頑張っていきたいと思います。 

○新川会長  ありがとうございます。どうぞ。 

○早瀬会長代理  その点で、今まさにおっしゃったようなこともあって、まさに地

域で地道になさっておられる活動も、もともとのこの楽市楽座の中でいうと市民活動

団体から地域の団体もテーマ型の団体も両方とも市民活動団体やという位置づけなん

ですよ。何かそのいわゆるＮＰＯというイメージのものだけじゃない。逆に言うと調

査のほうでも、だから例えば社会教育をなさっておられる団体に対して市役所なり区

役所、どういうふうな協働関係つくってきたのかということをちゃんと評価、そうい

った評価というか実績をちゃんと載せるようにしないと全体像が出てこないんじゃな

いかなと思います。そのこともちゃんと認知しますよという形にしないといけないか

なと思いました。 

○新川会長  ありがとうございました。どうぞ、池田委員。 

○池田委員  一つ、お願いというんですけども、私余り活動に参加してないので、

偉そうに言えないんですけども、活動に参加されている方はどういう、例えばＮＰＯ

とかいろんな市民団体があるというのは御存じだと思うんですけども、参加されてな

い市民から見たら自分等の地域にどういうそういう活動をされている団体があるのか

いうのが多分わからないと思うんですよね。ですから何かそういう市民にこういう団

体があって、こういう活動をしていますよという何かわかってもらえるようなことを

どういう方法がいいかとちょっとわからないんですけど、資料とか何かそういうこと

を配布するか、そういうこともちょっと考えていただけたらいいんじゃないかという
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ふうに思っておりますので、よろしくお願いします。 

○新川会長  ありがとうございました。 

○下田委員  今、回覧にしましてもほとんど３枚にしたら、上だけですわ。見るの。

下を見ないんです。そういうことで、いや、そんなん知らんかったわという方が多い

んです。それで、うちらの町会の場合はお年寄りについては全部回覧でなしに一枚ず

つ渡すんです。掲示板に貼って、できるだけ掲示板を多くして、例えば敬老の日やっ

たらお年寄り、各町会で皆わかりますから。対象の人にも渡すんです。皆来てくださ

い。こういう特典がありますよと。こういうおもしろいことがあります。そうなりま

すと、ものすごく人が増えてきます。だから我々が行事をするにしても、いかに市民

に区民の人に、町会の人にわかってもらえるかというのが課題です。今までは回覧で

もよく見てくれとったんです。今は、お年寄りの目が、私は目が見にくいとか、一番

大事なものはできるだけ上におさえるんですけれど、２枚目、３枚目になったら見て

いませんわ。そういうような形で、やはり我々も責任があると。だから行事をする際

にはできるだけ、実施する団体がいかにＰＲしていくかということもやっぱり考える

必要があると思います。 

○新川会長  行政だけではなくて、市民の側も努力をせよということだと思います。

ありがとうございました。そのほか、もしございましたら。 

○渋谷委員  シャープで以前の労働組合で、今は立場を変えてＣＳＲ推進室という

ことで、市民活動に参加させてもらっています。 

 私どもが参加する場合は、自ら考えて例えば非常に稚拙なことかもしれませんけど

も、近隣の清掃とかそういうものからはじまって、尐し内容のあるものということで、

ここに御参加のＮＰＯ法人の皆様の御指導をいただいたり、または行政のほうからこ

ういう活動をしてみてはどうだとシャープのこういう施設を使ってやってみたらどう

だと、こういうようなことで御指導いただいて、例えば里山づくりだとか、あるいは、

授産施設、薬の販売とかそんなことをさせていただいてるんです。 
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 考えるに、私どものような企業であれば、そうしたアドバイスをしてくれる、指導

をしてくれる、一緒にやってくれる、こういうところがあると非常に従業員とか、ま

たその御家族にものを伝えやすくて、そして結果としてそれが市民活動の活性化につ

ながっていくんだろうと思うんですけど、これが、この単位が区になったときにそう

いうところに、そういうような窓口が今の市と同じようにそこにいらっしゃる村上局

長と同じように、非常に熱い心をもって、我々に適切なアドバイスしてくれるような

ところとか、均等にそろうのかなというのが尐し、不安が残るということと、もう一

つは今もそうなんですけども、これ逆の立場になりますと、企業とそういった活動し

てらっしゃる方のマッチングという機会というものを、もう尐し細かく持てばいいの

かな。 

 これは、全然違う話しますけども、私どもはシャープという会社でいろんなところ

と取引しているんですね。全国で大きくて２，０００社ぐらい、中小を入れると７，

０００社ぐらいあると思うんです。では、地元の大阪の中堅中小の方とどれだけお取

引をしているのかと、あるいは奈良県の中堅中小とどれだけ取引しているか、実は余

りしてないんです。大体、一旦取引が始まるとずっと同じことやっているんです。で

すから、ＮＰＯとか、市民活動の世界でも多分同じだろうと思うんですけど。その名

前が非常に売れている、大阪ボランティア協会とか２０年ぐらい、私おつき合いさせ

てもらってますけども、多分もっと違うところがたくさん出てきてて、恐らくその区

の単位でいけば、もっとうまくマッチングするんだろうと思うんですね。そういう機

会をつくるために意識して企業マッチングとかいうのを会社でも年に１回くらい奈良

県のそういう団体と会社が、見合いじゃないですけど、そうやってお宅とは何かうま

くいきそうだなと、やっていきましょうとかいうのをやっているということで、そう

いう機会をつくっていくというのも分散化すればするほど、そういうのが必要になっ

てくるのかなというふうに、このお話を聞いていて感じたところです。 

○新川会長  ありがとうございました。どうぞ田中さんも。 
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○田中委員  ありがとうございます。途中からで、ちょっと言いにくかった部分も

あるんですけども、やはり新しい取り組みということで、ＰＤＣＡ全てが大事なんで

すけども、やはりチェックすることがこの審議会の中でも今後求められてくるのかな

と、より思います。 

 そして、一つお願いとしたいことがございます。ちょっと感じたことですけれども、

今後の審議会に望むにあたっては、事務局の方に大変御足労をお掛けいたしますが、

当日の審議内容を各委員に出来る限り、事前に周知いただくことを希望いたします。

そのことで、各委員は、自分の考えを整理すること、さらにはいろんな方々の意見収

集を行うことで、尐しでも、地域や市民の声・思いが反映できると感じます。そうい

う意味でも、事務局の方々には、要望として出しておきたいと思います。 

 以上です。 

○新川会長  ありがとうございました。 

 そろそろ予定をしておりました時間が尽きようとしておりますが、各委員から何か

ございましたら来年の２月までなさそうでありますので、ここで言っておかないとな

かなかやってほしいことも、やっていただきにくいと思いますが、いかがでしょう。

おおよそよろしゅうございますでしょうか。 

 それでは、市民活動推進に向けた取り組みについてということで、特に今後の調査

検討の御方針について御説明をいただき、各委員から御意見をいただきました。その

中ではこれまでの取り組み状況をどう評価をするのかということについて、いろいろ

と各委員から御意見をいただきました。 

 一つはやはり、この取り組みの主体としてまずは各局、それから各区というのをき

ちんと網羅をするようにということでお話がございました。 

 それから、もう一つは、相手方といいますか、市民の側、こちらのほうについても

できるだけその御評価というのをいただけるような、そういう手法を考えてほしいと

いうことで御意見をいただきました。行政側の評価だけではなくて市民の側の評価と
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いうこともぜひ、この今後の取り組みに向けての調査の中で考えていただきたいとい

うことでございました。 

 ２つ目のポイントは、その際に特に協働やあるいは、市民活動推進ということを考

えていくときに、どうもＮＰＯであるとか、あるいは新しい公共を担うようなそうい

う担い手のところに目がいきがちですが、その中には当然地域の従来からの地縁団体

といいますか、町会であるとか、地域振興会であるとかコミュニティ協会であるとか

が入ってくるはずだということですし、従来からある社会教育団体、福祉団体、さま

ざまな団体も全てかかわってくるはずだということでもあります。 

 そういうところまで含めてこうした地域協働や、あるいは市民参画ということをき

ちんと捉え直していくということが必要なのではないかということで御意見をいただ

きました。 

 大きな３つ目はやはり、その際に企業というのをどう考えていくのかということに

ついても御意見をいただいたかと思います。企業も企業市民という言い方がございま

す。そして、現実にそれぞれの地域の中で大きいところを大きいところなりに、そし

て、小さいところは小さいところなりに、先ほどの下田委員からの御紹介もありまし

たように地元の事業者の方が地元の子供たちのために頑張っておられるというような

ケースもあります。 

 こういうところも地域の重要な担い手として、またある意味では協働の担い手とし

て場合によっては、企業市民としての市民活動という観点でも捉え直す必要があるか

もしれないということで御意見をいただいてございます。 

 こういういろんな主体や客体というのをある意味ではこれからの大阪市、あるいは

区に移るかもしれない市民活動推進という観点でできるだけ広く捉えておかないと取

りこぼしが多いのではないかと、こういうことで御意見をいただいたかと思います。 

 調査に際しての大きな２つ目の論点は、この調査にあたってのそれぞれの事業とか

あるいは、協働のパターンといいますか、組み合わせによって調査をすべき内容とい
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うのが尐しずつは違ってくるはずだと、相手方との関係であるとか、あるいは市とし

ての事業のパターンによって同じ補助といっても補助の中身が違ってくるということ

であります。 

 このあたり、どこまで詳しく調べられるかという問題もありますが、やはりそうし

た事業の性質、特性というのに合わせた協働や、あるいは市民活動支援の環境づくり

といったような性質の違うものを適切に扱えるような、そういう調査の仕方をぜひお

願いをしたいということで御意見をいただいたかと思います。 

 調査にあたっての大きな３つ目は、評価とか評価の客観性ということについて御意

見をいただいたかと思います。評価の基準をどうするのか、また、それが客観性があ

るよということをどういうふうに確認をするのか、数字がいいのか言葉がいいのか、

いろいろ議論はあろうかと思います。 

 また、実施をしておられる行政側だけの評価でいいのかあるいは、第三者評価的な

ものまで必要なのかといったようなこともあろうかと思います。いろいろ難しい面も

あろうかと思いますが、できるだけこの評価についても説明責任が果たせるようなそ

うした評価と、その基準でもって考えていただきたいというのが、恐らく当委員会の

委員の皆様方からの意見だったのではないかというふうに思っております。 

 そのほか、これからの市民活動推進に当たりまして、重要な幾つかの御示唆をいた

だきました。 

 区の今後、区に権限移譲をされるということにあたって、この市民活動推進という

ことをどういうふうに各区でも進めていっていただくのかということについてさまざ

ま御示唆をいただきましたし、また、翻って当大阪市として、またこの審議会として

どういうふうにこうした問題にかかわっていったらいいのかということについても御

意見をいただきました。 

 具体的な市民参画の手法や協働の手法に向けての御提案もいろいろいただきました

し、その際の地域におけるさまざまな団体の役割、そのありようということについて、
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またそれとの、それに対する行政の対応の仕方等々についても御意見をいただいてき

たところです。このあたりは、今後恐らくその楽市楽座見直しということにいずれは

なっていかざるを得ませんが、その際に参考にさせていただく貴重な御意見というこ

とでぜひ、事務局でも受けとめておいていただければというふうに思います。 

 とりあえず、私のほうからのまとめは、これくらいにさせていただきます。そんな

ところで委員の皆様よろしいでございますでしょうか。 

 それでは、本日の審議部分につきましてはいろいろと御熱心に御議論をいただきま

したが、およそ以上にさせていただきます。恐らく次回の審議では、調査についての

いろんな結果というのを御報告をいただいて、また委員の皆様方に御審議をいただく

とそんなことになろうかと思います。 

 本日の予定事項につきましては、以上でございますが、次回以降の審議で特にこん

なところをさらに調べておいてほしいとか、こんな項目についてデータを集めておい

てほしいとか、もし委員の方々で何かありましたら、いただければと思いますし、き

ょうは大分お話をいただきましたので、もし何でしたら、お気づきになられた段階で

事務局に御連絡をいただいて可能なものはそろえていただくというようなことでもよ

ろしいかと思います。今はちょっと難しいかもしれませんので、後ほどということに

させていただいて出していただければというふうに思います。 

 今日いただきました調査の方針やいろんな御意見を踏まえまして、また次回どうい

う審議の中身にしていくかと、ある程度の調査結果が出てこようかと思っております

が、次回の進め方についてはまた、私それから、委員長代理とも御相談をさせていた

だいて、また今後詰めさせていただければというふうに思っております。 

 それでは、本日予定をしておりました議事内容は以上にさせていただきます。どう

も本当に長い時間活発な御議論をいただきましてありがとうございました。 

 では、事務局にお返しをさせていただきます。 

○大場市民活動担当課長代理  ありがとうございます。 
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 時間おしておりますが、事務局から事務的な説明事項２点ございますので、説明を

させていただきます。 

 １点目が委員報酬についてでございます。御承知のように本市では財政状況の改善

に向け、職員の給与のカットを実施しており、審議会等の委員報酬につきましても平

成２４年４月から平成２７年３月までの３年の間、３％の減額措置を実施することに

なっております。 

 このため、報酬額につきましては日額所得税込みで１万６，５００円、皆様方には

お伝えしてきたところでございますが、３％減額し、１万６，００５円となり、金額

につきましては、大阪市のホームページ上で公開をされることになっております。 

 なお、皆様への入金額につきましては、報酬額から所得税を差し引いた額となって

おります。まことに、恐縮でございますが何とぞ御理解のほう賜わりますようよろし

くお願いいたします。 

もう１点、会長のほうからもお話がございましたまた、資料にもありましたが、

次回の審議会日程についてでございます。 

 資料にございましたように２月の前半ごろの開催を予定しております。また、具体

的な日程につきましては、新川会長、早瀬会長代理に日程をお伺いし、後日また日程

の調整を行いたいと思いますので、どうぞよろしくお願いいたします。 

 事務局からは以上でございます。 

 本日は長時間にわたりまして、御審議いただきましたことにありがとうございます。 

閉会 午後５時００分 


